
地層処分に関する日本の動向
及び各国の状況

第１回火山の発生メカニズム等に関する意見聴取会合
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1．地層処分における日本の動向
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中深度処分

（深度70メートル以
上に埋設）

放射能レベル
の比較的高い
もの

1.1 基本的概念
• 地層処分とは、使用済燃料の再処理過程で発生する高レベル放射性廃棄物
や一部の低レベル放射性廃棄物を、将来の人間の管理に委ねずに済むよう
に、地下深くの安定した岩盤に閉じ込め、人間の生活環境から隔離して処
分する方法をいう（引用：資源エネルギー庁HP）。

• 概念図

炉内等廃棄物の埋設に係る規制の考え方について（平成28年8月）を一部修正
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1.2 特定放射性廃棄物の最終処分に係る法律

経済産業大臣が認可）。
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平成27年度第1回原子力規制委員会（平成27年4月1日）資料1を一部修正



1.3科学的特性マップ（2017年7月経済産業省作成）

図：科学的特性マップ（2017.7）、表：資源エネルギー庁HP
https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/nuclear/rw/
kagakutekitokuseimap/を引用

• 地層処分を行う場所を選ぶ際にどのような科学的特性を考慮する必要があ
るのか、それらは日本全国にどのように分布しているか、といったことを
大まかに俯瞰できるよう、マップの形で示すもの。
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1.4科学的特性マップの火山・火成活動について
• 火山・火成活動
○好ましくない範囲の要件と基準：

※使用文献・データ：日本の火山（第3版）、日本の第四紀火山カタログ

図：「科学的特性マップ」の説明資料
（2017.7）より引用

〇基準の設定理由（抜粋）：
・第四紀火山の中心及び個別火山体（側火山等） *の分布に基づくと、97.7％
の火山で、火山中心から半径15kmの範囲内に個別火山体が収まっている。
・カルデラ火山については、カルデラ内は、過去の噴火活動等により地下
数kmまでの範囲で様々な擾乱を受けている可能性が高いことから、半径
が15kmを超える場合についてもカルデラ内は好ましくない範囲と考える。

6

*個々の第四紀火山は、一般的に、主
火道とそれから分岐した複数の火道
をもち、それにより形成される複数
の側火山などの個別火山体によって
構成されている。



1.4科学的特性マップの火山・火成活動について
• 火山・火成活動
○その他、留意点（抜粋）：
・火山の中心から半径15kmより外側についても、～、処分地選定調査の中
でマグマの状況を含む地下の状況を注意深く調査することが必要。
・現在火山のない場所に、将来、新たな火山が発生する可能性も考慮する
必要がある。～、将来新たな火山・火成活動が生じる可能性の高い地域は
回避すべきである。
・現在、上部マントル内にマグマが発生・上昇する温度・圧力条件が存在
しない地域においても、将来、その条件が発生する可能性があるか否かに
ついて、マントル物質の対流モデル等を加えて新たな評価モデルを構築す
ることが望ましい。
・複成火山は、～、一律的に最高標高を火
山中心と見做すことは合理的である。～。
一方、単成火山群は、～その火山群の中
で最も標高の高い地点を火山群の火山中
心とみなすことができない。

図：地層処分に関する地域の科学的な特性の提示に係る要件・基準
の検討結果（地層処分技術ＷＧとりまとめ）（2017.4）より引用
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2．地層処分における各国の状況
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2.1 世界的な動向
• 世界各国及び国際機関等で様々な処分方法が検討されてきた結果、「地層
処分」が最適であるとの認識が国際的に共有。実際に検討中もしくは施設
建設が進んでいる国も多くある。

• 建設・申請が進んでいる国
フィンランド（施設建設中、操業許可を申請）＊1、
スウェーデン（建設許可済）＊1 、フランス＊2、米国＊2

• 処分を検討中の国
スイス＊2 、カナダ＊1 、中国＊2 、英国＊2 、ドイツ＊2 、韓国＊1 、ベルギー＊2 、
スペイン＊2

資源エネルギー庁HPhttps://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/nuclear/rw/hlw/hlw01.htmlを引用
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＊1：地層処分対象廃棄物として、使用済燃料を検討
＊2：地層処分対象廃棄物として、使用済燃料、使用済燃料を再処理したガラス固化体の両方を検討



2.2 設置場所の火山及び深度に関する規制要件

• 米国の火山の取り扱い（10 CFR Part 60 122. Site Criteria）
処分場の隔離に潜在的に有害な影響を与える可能性のある条件：

⇒第四紀以降の火成活動の痕跡
火成現象を考慮する時間スケールは人工システムに依存する期間よ
りはるかに大きく、潜在的な火成活動の長期評価にはかなりの不確
実性が存在する
処分場が乱され、廃棄物の隔離が損なわれる可能性を排除
(ANALYSIS OF NRC REGULATORY HISTORY AND INTENT RELATIVE TO VOLCANIC AND 
MAGMATIC ACTIVITY, NRC, 1992)

フィンランド スウェーデン 米国 フランス スイス

火山に関する規制
要件 － －

第四紀の始ま
り以降の火成
活動は避ける

－ －

深度（規制要件） 深さ数100m － 地表から深さ
最低300m

最小深度
150m～200m
程度

－

その他立地に関す
る規制要件 天然資源 安定な地層 侵食

天然資源 － 天然資源
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平成27年5月に閣議決定された「特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針」で
は、「原子力規制委員会は、最終処分に関する安全の確保のための規制に関する事項
について、順次整備し、それを厳正に運用することが必要である。原子力規制委員会は、
概要調査地区等の選定が合理的に進められるよう、その進捗に応じ、将来の安全規制
の具体的な審査等に予断を与えないとの大前提の下、概要調査地区等の選定時に安
全確保上少なくとも考慮されるべき事項を順次示すことが適当である。」とされている。

原子力規制委員会は、今後の概要調査地区等の選定時に安全確保上少なく
とも考慮されるべき事項（考慮事項）の検討を行い、提示する*。

検討対象

• 自然事象については、断層運動、地すべり、火山現象、侵食
• 人為事象については、鉱物資源等の掘採

3. 原子力規制委員会における検討

*令和3年度第60回原子力規制委員会（令和4年1月19日）資料5



参考放射性廃棄物の放射能特性 12

*令和3年度第60回原子力規制委員会（令和4年1月19日）資料5


